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理事会通信

　第１０回理事会（平成１６年６月９日）の概要

※　第１回通常総会に向けての理事会承認事項が審議され、全て了承された。

※　総会費用の見積書が事務局より提出され、理事会はそれを了承した。

※　入会申込書1名分の審査が行われたが書類不備で再審査する事となった。

　第１１回理事会（平成16年7月21日）の概要

※　大阪を中心とした業界及び協会の動きに就いて意見交換が行われ、今後当協会の採るべき方向性について論議された。

※　入会申込みをしたい旨の申し出があり、事前に事務局で面談した内容が報告された。

・関西総合調査業協会第１回通常総会が平成１６年６月２3日にホテルモントレ大阪にて下記要領にて開催されました。

　（式　次　第）
１．開会の辞

２．会長挨拶

３．来賓挨拶

４．議長選出

５．議事録署名人選出

６．議案審議

第１号議案　　平成１５年度事業報告の承認について

第２号議案　　平成１５年度収支決算の承認について　

第３号議案　　平成１６年度事業計画（案）について　

第４号議案　　平成１６年度収支予算（案）について　

第５号議案　　協会の名称変更について

第６号議案　　その他

７．閉会の辞
審議事項

第１号議案　　　平成１５年度事業報告の承認について
　　　　　　　　平成１５年度事業報告書

　　　　　　　　　　自　平成１５年９月１８日

　　　　　　　　　　至　平成１６年３月３１日

総務関係

　　　第１　会　員

　　　　平成１５年度中の入退会

　　　　期首会員数　　　本年度入会　　　本年度退会　　　期末会員　　　　　備考

　　　　　　３６　　　　　　　０　　　　　　　０　　　　　　３６　　　　　内休　　　　

　　　第２　役　員（平成１５年３月３１日現在）

　　　（会長ほか３役以外は５０音順）

　　　　役　職　　　　氏　　名　　　　　所属並びに役職等　　

　　　　会　長　　　松谷　廣信　　　　㈱企業サービス　代表取締役

　　　　副会長　　　東田　俊康　　　　㈱ピ・アイ・オ　代表取締役

　　　　副会長　　　増田　勇治　　　　㈱アイ・アイ・サービス大阪本社代表取締役

　　　　専務理事　　竜田　充子　　　　㈱初恋の人探します社　代表取締役

　　　　常務理事　　大久保　勲　　　　㈱ジンダイ大阪本社　代表取締役

　　　　理　事　　　井上　慎哉　　　　綜合調査事務所　代表

　　　　理　事
　大西　哲夫　　　　㈱東経総合興信所神戸本社　代表取締役

理　事　　　木戸口　正　　　　㈱ニッタン　代表取締役

　　　　理　事　　　瀬戸　ヨシエ　　　相沢京子調査室　代表

　　　　理　事　　　森川　英樹　　　　あすかリサーチ　代表

　　　　理　事　　　脇山　良之　　　　㈱アイ・アイ・サービス統括本部　会長

　　　　監　事　　　樋渡　晃　　　　　㈱トクチョー大阪支社　支社長

　　　第３　事務局

　　　　　　　大阪市北区西天満１－１０－１６KSビル６F

　　　　　　　関西総合調査業協会

　　　　　　　　℡　（０６）６３１３－４５６７　FAX（０６）６３１３－４５６６


　　　第４　会議の開催

　　　　１　設立総会を次の通り開催した。

　　　　　　開催日時　　平成１５年９月１８午前１１時～１２時まで

　　　　　　開催場所　　大阪市北区梅田３－３－４５ホテルモントレ大阪７F

　　　　　　正会員数　　３６名、　出席会員数３４名（委任状含）

　　　　　　議　　長　　木戸口　正（㈱ニッタン　代表取締役）

　　　　　　議事録署名人　森川英樹　　大西哲夫

　　　　　　提出議案及びその結果

　　　　　　　第１号議案　会則案の承認の件

　　　　　　　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　　　　　　　第２号議案　初年度における事業計画書案の承認の件

　　　　　　　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　　　　　　　第３号議案　初年度における収支予算書案の承認の件

　　　　　　　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　　　　　　　第４号議案　役員選出の件

　　　　　　　　　　　　　以下の理事１１名　監事１名が選出された

　　　　　　　　　　　　　理事　松谷廣信　東田俊康　増田勇治　竜田充子　大久保勲　井上慎也　大西哲夫　木戸口正　瀬戸ヨシエ　

　　　　　　　　　　　　　　　　森川英樹　脇山良之

　　　　　　　　　　　　　監事　樋渡晃

　　　　　　　第５号議案　その他

　　　　　　　　　　　　　　特に議案提出なし

　

　　　　　　設立総会終了後引き続いて同ホテル「アマリエ」にて盛大に設立パーテイーが開催された。

　　　　　　尚、総会場に毎日放送が入り、翌週総会風景がテレビ放映された。

　２．理事会

　回数　　開催日時　　　開催場所　　　　　　　　　審議事項

　　１　　Ｈ１５年　　　関調協事務所　１号議案　関西調査業協会の商標登録にいて

　　　　　９月２４日　　　　　　　　　２号議案　細則原案について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３号議案　各委員会の設置と委員長の人選

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４号議案　入会申込みについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５号議案　その他
　　２　　Ｈ１５年　　　関調協事務所　１号議案　平成１５年度活動方針について

　　　　　１１月１１日　　　　　　　　２号議案　専門委員会の人選について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３号議案　専門委員会の具体的活動方針について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４号議案　その他

　　３　　Ｈ１５年　　　関調協事務所　１号議案　協会の名称について

　　　　　１２月１０日　　　　　　　　２号議案　広報活動及び苦情処理について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３号議案　組織拡大について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４号議案　その他　

　　４　　Ｈ１５年　　　関調協事務所　１号議案　協会の名称について

　　　　　１２月１８日　　　　　　　　２号議案　その他

　　５　　Ｈ１６年　　　関調協事務所　１号議案　協会運営について

　　　　　１月１４日　　　　　　　　　２号議案　ホームページについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３号議案　その他　

　　６　　Ｈ１６年　　　関調協事務所　１号議案　組織拡大について

　　　　　２月１３日　　　　　　　　　２号議案　苦情処理について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３号議案　業務適正化問題について　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４号議案　ホームページについて

　　７　　Ｈ１６年　　　関調協事務所　１号議案　苦情処理について

　　　　　３月１０日　　　　　　　　　２号議案　組織拡大について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３号議案　ホームページについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４号議案　その他　


第２章　　事業関係

1． 教育研修の実施については、

会報誌を通して適正な営業及び調査活動を推進するようにとのお願いに努めたが、教育研修会の実施は見送った。

2． 広報活動の推進については、

会報誌の発行をこまめに行い広報に努めた。

協会のホームページを立ち上げ幅広い広報に努めた。

　監督官庁及び関係団体との連携を密にし、教会の事業において理解と協力を求めた。

3． 組織拡大については、

　　　入会規則や呼びかけ対象者の人選などの活動を行い、組織拡大の体制作りに努めた。

4． 業務の適正化及び苦情処理の対応と研究に努めた。

5． 大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例の順守に努

 　　め、倫理意識の徹底に努めた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

6． 法制化に対する調査、研究については

　　　　　　　　個人情報保護法に関する調査研究に努めた。

　　 　　　７．　全国調査業協会連合会に団体加盟し、全面的に支援した。

　　　　　　　　　　

　第３号議案　　平成１６年度事業計画（案）について

　第１　基本方針

1 調査業界の健全化の推進。

関係官庁及び団体との密接な連携を図り健全化の方策に努める。

2 業務の適正化及び公正な苦情処理の研究と対応に努める。

3 会員の意識啓発と教育研修の実施に努める。

4 広報活動の推進。

（１）機関紙の発行

　　 （２）監督官庁及び関係団体との連携を密にし、協会の事業における理解と協力を求める。

5 組織拡大の推進に努める。

6 大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例の順守に努め、倫理意識と人権の高揚に努める。

7 コンプライアンスの推進と調査研究に努める。

8 特定非営利活動法人全国調査業協会連合会に団体加盟し、全面的に支援する。

第４号議案　　平成１６年度収支予算（案）について

　　予算案の通り異議無く承認された。　

　第５号議案　協会の名称変更について

　　協会の名称を「関西調査業協会」から「関西総合調査業協会」に変更する事が全会一致で承認された。

事務局便り

　暑中お見舞い申し上げます。この分だと残暑も相当厳しいものと思われます、お身体には充分に気をつけられますよう・・。

※　ホームページをリニューアルしました。尚、会員コーナーでのPR欄が空白のままになっている会社が目に付きます。積極的なPRをお願いします。

※　事務局は８月１２日より１５日までお盆休みとなりますので宜しくお願いします。

※　警察庁を中心に調査業法制定を念頭においての具体的な動きがあり、既に業者を指定してのヒアリングが行われている様です。

役に立つ法律問題　　　　　　　　弁護士　小　山　章　松

ケーススタディ（１）　
（質　問）
　私は市役所に勤務する公務員です。夫（Ｈ）は中学校の英語教師ですが、同僚の国語の女性教師（Ｙ）と愛人関係になり、ほとんど自宅に戻ってきません。子どもは２人で中学生と高校生ですが、私は夫と離婚し、子どもと３人で生活したいのですが、夫は離婚に同意しません。
　また私は妻があることを知りながら夫と愛人関係になったＹにも慰謝料の請求をしたいのですが、どうすればよいでしょうか。
　（回　答）
１．離婚の訴（裁判）とか養子縁組解消の訴（裁判）、認知の訴とかの夫婦関係、親子関係の法的紛争を解決する法的手続を人事訴訟手続といいます。
　　これらの争いも法律上の争いで、民事事件として取扱われます。従って第１審の裁判は地方裁判所で処理されていました。しかし今年（平成１６年、２００４年）の４月１目から家庭裁判所で取扱われるよう法改正が行われました。
２．離婚の争いはすぐに離婚の訴えを提起することはできません。まず相手方の住所地を管轄する家庭裁判所に調停の申立てをしなければなりません。これを調停前置主義と呼びます。
　　調停が成立すれば目的を達成できますのでそれで終了します。
　　調停が不成立（不調といいます）になってはじめて地方裁判所に離婚の訴をすることができるのです。
３．しかし今まで家庭裁判所で調停していたのに、今度は地方裁判所に場所を移すことに関係当事者は違和感を持つし家庭裁判所には家事事件専門の調査官もおりますので、従前から離婚訴訟等は家庭裁判所で処理する方が合理的であるという意見が強くありました。それで家庭裁判所で裁判をする方が紛争処理に合致しているということになり、今年の４月から家庭裁判所ですることになりました。
４．夫の愛人Ｙについても妻があることを知りながら不貞行為をしていますから、妻の貞操権の侵害として損害賠償請求（金銭の請求）をすることができます。
財産的な損害ではないので、慰謝料請求と呼びます。
　　損害賠償請求ですから通常の民事事件として地方裁判所に訴を提起することになります。
５．しかし、今回の法改正で、次の場合は家庭裁判所にも訴を提起することが出来るようになりました。
　（１）１つは夫（Ｈ）に対する離婚訴訟とともに（併合）、Ｙに対して同時に損害賠償請求をする場合は、家庭裁判所に訴を提起することが出来ます。
（２）2つ目は先に夫（Ｈ）に対する離婚訴訟を家庭裁判所に提起し、その裁判が家庭裁判所に継続しているときは、愛人（Ｙ）に対する損害賠償請求の訴を同じ家庭裁判所に提起することができます。
６．従って夫（Ｈ）に対する離婚の調停が家庭裁判所に継続している時に愛人（Ｙ）に対する損害賠償請求をする場合は地方裁判所に提起しなければなりません。
７．夫（Ｈ）に対する離婚訴訟とともに夫（Ｈ）に対して慰謝料請求、財産分与の訴も家庭裁判所に提起できることになりました。
　　財産分与については夫婦が婚姻中に取得した財産を分けることになります。夫婦とも公務員で給料を得ている場合は、妻の得た財産も財産分与の対象になりますから注意ずる必要があります。
離婚の法的手続
　①　夫（Ｈ）の住所地を管轄する家庭裁判所に調停の申立
　②　上の調停が不成立
　③　妻の住所地か夫の住所地を管轄する家庭裁判所に離婚の訴を提起する。ある程度の件数離婚問題を扱った経験から言える事は妻（女性）側は夫の愛人に対しては、慰謝料の請求をほとんどの場合、依頼してきます。しかし裁判所は精神的な苦痛についての損害については妻側が要求する金額は認めません。それよりもだいぶ低い額しか認容しません。
　　　夫が大阪市内に住んでいる。妻は神戸に住んでいる。
1 妻　　　　　　　　大阪家庭裁判所

　　　調停の申立
　　　　　　　不調
2 妻　　　　　　　　神戸家庭裁判所

　　　離婚の裁判申立　大阪家庭裁判所　　のどちらか
ケーススタディ（２）　　　　　　　　　　　　

取締役、監査役の変更登記手続を忘れていませんか（重任の場合も登記は必要）
先日裁判所から、過料金３０万円に処する旨の過料決定書が私（以下、甲という）のところに送達されてきましたが、私にはまったく身に覚えがありません。決定書には、商法４９８条、非訟事件手続法２０７条、第２０８条の２とありました。
　これらにつき説明してください。
会社設立


　　　　　　　　　　　２年　　　　２年　　　　２年　　　　２年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登記の必要あり
（解説）
　１．貴方は、株式会社甲商事の代表取締役ですね。甲商事は平成２年に設立していますね。
　　　設立当初の取締役は、貴方（甲）と乙、丙の３人ですね。商法２５６条２項で、最初の取締役の任期は１年を超えることはできないと規定されています。
　　　従って、翌年の株主総会で新たに取締役を選任する必要があります。甲、乙、丙を再び選任しても構いません。取締役の氏名は登記事項ですから、１年後に取締役を選任すれば、従前通り甲、乙、丙と取締役を選任しても登記をする必要があります。取締役の任期は、定款で２年と決めている場合が多いと思います。従って、その後は２年ごとに株主総会で新たに取締役を選任し、２年ごとに取締役の登記をする必要があります。
２．ところが、１人株主の会社は株主総会を開くことはほとんどありませんし、取締役を変更することもほとんどありませんので、設立当初の登記のままにしていることがあります。
　　甲商事も２年ごとの登記の手続きをしないで、経営を続けておられたと思います。
　　しかし、商法４９８条１項１号で、登記を怠りたるときには代表取締役は１００万円以下の過料に処する規定を設けています。また長い間（最後の登記をしてから５年を経過）登記をそのままにしていたら、会社は営業していないと見なされて、職権で解散したものとして、解散の登記をされます（商法４０６条の３）。貴方の場合も、長い間登記を怠ったために３０万円の過料を処せられたのです。
（教　訓）
　　１．個人会社であっても株式会社組織を選んだ以上、会社法（商法）のルールに従って会社経営をしなければなりません｡経営者たるもの､会社法を知らなかったとの抗弁は全く通用しません。
　　　経営者は会社法をよく勉強してください。
２．同族会社では、株主総会を開かずに司法書士、税理士に株主総会の議事録だけ作成してもらって、登記をしてもらってる場合がよくありますが、必ず株主総会は開いてください。それも会社法のルールに従って。
　　　株主総会の開き方、議事の進行が判らないときには知り合いの弁護士に相談してください。弁護士が議事進行のシナリオを作ってくれます。
　　　同族の株主間で何か法律上の紛争が生じたときに、株主総会を開いてないことが紛争の勝敗を左右することになります。
３．過料は法令上の秩序維持を目的として、法令上の義務不履行、または法令上の禁止制限の違反者に制裁として科せられ。
　　　過料は刑法に定める刑ではありません。
裁判員制度　　　ケーススタディ(３)　　　　　　　

　裁判員制旋法が最近国会で可決成立しましたが内容がよくわかりませんので説明して下さい。
１．アメリカ映画によく出てくる陪審制度との違いを教えてください
　　裁判員制度は裁判官と裁判員の合議で無罪か有罪か､有罪の場合に量刑（例えば、懲役１０年にする）をきめていきます。陪審制の場合は陪審員だけの合議で有罪か無罪か、量刑をどうするかをきめていきます。裁判官は関与しません。
　　　　　　　裁判員制度　　　　　　　　　　　陪審制度
裁判官　　　　　　　　　　　　　陪審員だけの合議
裁判員　の合議
２．全ての刑事事件に裁判員が関与するのですか
　　全ての裁判には関与しません。
　　法定刑に死刑、無期懲役、禁固を含む事件と故意の犯罪行為により被害者を死亡させた事件。例えば、前者は殺人事件、身代金誘拐事件、強盗致傷など、後者は傷害致死などです。
　　全国で１年間で、大体2 , 800件強がこれに該当します。ちなみに大阪地裁では約３７０件です。
３．裁判長は何人選ばれるのですか
　　裁判長は、事件ごとに選ばれます。ドイツの参審員のように、ある一定期間選ばれ、その期間の裁判に関与する制度と違います。
　　裁判員は１事件につき６名と決まりました。裁判官は３名です。裁判員の６名と合計９名の人で１事件の裁判を担当することになります。大阪の場合は１年間で約2.200（370×6＝2.200）の人が裁判員に選任されることになります。
４．裁判員はどのようにして選ばれるのですか
　（1）例えば大阪地方裁判所を例にしますと、大阪地方裁判所を管轄する市町村、例えば大阪市の選挙管理委員会に、毎年９月１日に大阪地方裁判所の方から、次年度に必要な裁判員候補者の割り当て員数を知らせます。
　（2）大阪市に1 .500人割り当てされますと、大阪市選挙管理委員会は選挙人名簿登録者（大阪市に住民票のある、満２０歳以上の人）から1.500人をくじで選んで、裁判員候補者予定者名簿を作成して、その年の１０月１５日までに大阪地方裁判所にその名簿を送ります。
　（3）大阪地方裁判所は、大阪市、吹田市、豊中市等の選挙管理委員会から送られてきた名簿に基づいて、裁判員候補者名簿を調整します。
　　　その名簿に記載された人には、大阪地方裁判所から名簿に登録された旨の通知が来ます。通知のなかった人は、来年度裁判員になることは全くありません。名簿に記載された人は、来年度裁判員になる可能性があります。
５．具体的な事件の場合の裁判員の選び方
　（1）裁判員制度は平成２１年から実施されることに法律できまりました。
　　　Ａ被告人のＢに対する殺人事件が平成２１年９月５日に大阪地方裁判所に起訴されたとします。まず、被告人に弁護人が選任されます（被疑者国選弁護の制度ができれば、起訴前から弁護人はいることになります｡）。
　（2）裁判所は、検察官、弁護人との間で争いになる点、公判に提出予定の証拠・証人などの話し合いをします。これを、公判前整理手続と言います。
　　　この手続でだいたいの審理回数、審理期間が決められます。その手続で第１回の公判期日（裁判の審理をする日）を決めます。
　　　裁判所は、第１回の公判期日を同年の１１月５日と決めました。
　（3）大阪地方裁判所は、作成した名簿の中から呼び出すべき裁判員候補者の
　　　員数を決めて、くじで候補者を選びます。裁判に関与する６名よりも多い　　　　　　　　　　　　　　　　　数を選びます。多く選ぶのは、後に述べる裁判員になれない人がいる可能性があるからです。
　　　裁判所は、くじで選ばれた候補者に候補者の資格を確かめるために質問票を出します。それから裁判所は、裁判員選任手続の日を決めて、候補者を裁判所に呼び出します。
６，どんな人が裁判員になれないのですか、また仕事が忙しいので裁判員を断りたいのですが認められますか
　（1）欠格事由・・・義務教育を終えてない人（但し、終えていなくても、それ以上の能力のある人は除く）、禁固以上の刑に処せられたことのある人
　（2）就職禁止事由・・・国会議員、国務大臣、国家公務員の中の上級の職にある者、　　　　　　　　　　法曹資格のある者など
　（3）辞退事出
　　　仕事が忙しいだけでは、辞退できません。
　　　辞退を申し立てることができるのは
　　　　一、７ ０ 歳以上の者
　　　　二、地方公共団体の議員（会期中のものに限る）
　　　　三、裁判員の職務を行うことが困難な者、裁判員等選任手続の期日に出頭することが困難な者
1 重い病気の人、怪我の人

2 介護、養育を行う必要がある人（同族の親族で、日常生活を営むのが困難な人の）

3 その従事する事業における、重要な用務があること

これを自らが処理しなければ、当該事業に著しい損害が生じるおそれがあること
　　　　　　　→　仕事が忙しいだけではこれに該当しません。
　　　　　④　父母の葬式への出席、その他の社会生活上の重要な用務であって、他の期日に行うことができないものがあること。
　　　　　　　オリンピックに選手として出場するなどがこれにあたると思います。
　（4）事件に関連した人も不適格事由にあたります。
　　　被告人または被害者の関係者などは、裁判員になれません。もちろん目撃証人、取り調べた警官もなれません。
　（5）裁判長は原則６名ですが（例外的に、争いのない事件は裁判官１名、裁判員４名になることがあります｡）、裁判所はＢ殺人事件を審理するにあたり、６名以上の裁判員候補者を選任いたします。この中から、弁護士と検察官は４人を無条件で拒否することができます。最終的に残った裁判員６名が実際のＢ殺人事件を審理することになります。
７．裁判員に選任されればどれくらいの期間拘束されるのですか
　　裁判員が必要な事件は第１回の公判期日（裁判の１目目の日）前に、裁判所、検察官、弁護人でこの事件の争点が何か、どんな証拠を取り調べるのか、それにかかる時間はどれくらいか等を打ち合わせをして、裁判にかかる期間を決めます。争いのない事件、争いの少ない事件は、短期間で済みますが、争点の多い事件、証人の多い事件は６ヶ月から１年は拘束されることになります。
８．１年も拘束されたら会社を解雇されませんか
　　使用者は、雇用者が裁判員の職務を行うため休暇を取ったことを理由に解雇、その他不利益な扱いをしてはならないと規定しています。
９．裁判員になったことが新聞、テレピなどで公表されませんか
　　何人も、ある人が裁判員、裁判員候補者等になったことを、氏名、住所等を公にすることを禁止しています。また何人も、被告事件に関し、その被告事件の裁判員等に接触することを禁止しています。
１０．法律を知らなくても裁判員は務まるのですか
　　　法律は、裁判官が知っています。裁判員に求められているのは、社会経験を生かした物の見方です。いろいろな社会経験を積んだ人の物の見方を出し合って、より社会常識にあった結論を出すことが求められています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
　

会員コーナー

子育て世代のお母さん方に思う　

　　理事　瀬戸　ヨシエ

最近２０歳代のお母さんが小さな子供を連れて、「夫と離婚したいので証拠が欲しい」といって来社されるケースが増えてきました。

「どうしたのですか」と尋ねますと「夫は子供の面倒を見ない、仕事云々で家庭を顧みない。私も１週間に１度くらいは子供を主人に預けて友人と遊びに行きたいのに・・。夫は家事や子育てに協力してくれないし、毎日ストレスがたまるから離婚したい」と言います。そんな話しを聞く度に、日本の国は不景気と言いながらも、なんて幸せなんだろうと呟くと同時に、多くの人生の道程・家庭のあり方についても考え直さなければならない時期に来ていると思うことにしばしば直面します。

世間一般においても、国際労働機関（ＩＬＯ）の調査では日本人の１年間の労働時間は約１８４０時間、アメリカ人は１９２０時間、韓国人は２４５０時間とあるように、「働く日本人」の意識が昔とは異なってきており、なるべく気楽に生きてノンビリ暮らすのが流行となって、必死に働く人間はどこかマイナーなイメージを持たれるようになってきました。

どういうわけか、日本人の精神構造から勤労、努力の遺伝子がなくなってきつつあり、仕事観の喪失、仕事に対するアイデンティティーを失ってしまったともいわれる中で、同時に家庭における夫婦の構造も、その使命感とか役割意識の喪失という面で変わってきているように感じます。

昔の妻のあり方・母のあり方がすべて良いというわけではありませんが、元々、女性は妻となり母となっては、誰に教え諭されるでもなく、自然に良い妻・良い母となって良い家庭を築くよう努力するという遺伝子的なものを持っていたのですが、最近は「良い家庭づくりのための努力をする」という遺伝子を引き出せない人が目立つようになってきています。

確かに子育ては単調で平凡な事の繰り返しですが、そういった日常生活を重ねていくからこそ、子育ての喜び、人を愛する喜び、ひいては生きる喜びが育まれていき、そのことを通して、自分を磨く、人格を磨くという尊い経験を積んでいくことができるのです。


それが人間の基礎であり、立派なキャリアであるにもかかわらず、それに気づいていない・・、そのような風潮の中、かつての日本人が持っていた美徳・誇りにもう一度気づかせる、そのような意識付けをすることが必要だと実感する今日この頃です。

真実に基づいた調査報告書はもちろんですが、それと共に「家庭作りにおいて本当に大切なことは何か」に気づいてもらうべく、これからも「気づきの家庭人、目覚める家庭人」作りの支援に頑張っていきます。

以　上

倫理綱領


一1、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。








１年後





会社設立





３年後





５年後





７年後





９年後











